
  

 

実用発電用原子炉施設に係る工事計画認可後の使用前検査の進め方について 

 

平成２７年３月１１日 

原 子 力 規 制 庁 

１．背景 

工事計画が認可又は届出（以下「認可等」という。）されたプラントについては、

事業者からの使用前検査申請に基づき使用前検査を実施することとなる。 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」という。）

の改正に伴い、使用前検査において設計及び工事における品質管理の方法等に関

する確認を行うことが追加され、これまでの設備に対する検査のみではなく、事

業者の品質管理活動の適切性についても確認することとなった。 

また、平成２６年５月２日第６回原子力規制委員会において、以下の考え方が

確認されている。 

  対象設備が工事計画に従っていること及び技術基準に適合していることを

示すことは事業者の役割。使用前検査にあたっては、安全機能を有する主要

な設備に対してより多くの規制資源を投入することが合理的。 

  したがって、安全機能を有する主要な設備については、これまでの実績を

踏まえた適切な手法で検査を実施する一方、それ以外の設備については、使

用前検査において、事業者において認可された工事計画に従って工事が行わ

れたことを記録により包括的に確認するとともに、抜き取りにより現物を確

認する等の手法を用いる。 

以上を踏まえ、今後認可等される実用発電用原子炉施設に係る使用前検査につ

いては、新規制基準施行前に工事が完了した設備及び新規制基準施行後も認可等

の手続を経ずに継続可能とした工事を含め、次のとおり進めることとする。 

 

２．使用前検査の方法 

（１）品質管理の方法等に関する使用前検査 

対象設備について、事業者の品質管理のもとで工事・検査に係る保安活動が

適切に実施されているか、共通事項を確認する。 

具体的には、工事計画に記載された品質管理の方法等のうち工事・検査に係

る共通事項について、品質保証実施組織、保安活動の計画、実施、評価、改

善の各項目に対して監査的な手法により、工事計画に従って行われているこ

とを設備横断的に確認する。 

なお、事業者の品質管理の実施状況については、保安検査、定期安全管理審

査においても同様に確認していることから、重複を避け、使用前検査対象範

囲の工事・検査に係る品質管理の状況に重点をおいて確認する。 

また、同発電所で別号機の申請があった場合等においては、重複を避け、既

に確認した号機の品質管理の方法等と異なる点に重点をおいて確認する。 

 

 

1 / 5

SAKAMOTO009
テキスト ボックス
原子力規制委員会了承文書
（2014FY-12）
平成27年3月11日
（議題1資料1）




   

 

（２）安全機能を有する主要な設備の使用前検査 

安全機能を有する主要な設備（工事計画の要目表※１に記載された設備）につ

いては、設備の構造、機能、性能等に係る検査を実施する。 

本検査については、立会と記録確認の程度を設備の重要度に応じて原子力規

制庁が定める実用発電用原子炉施設に係る使用前検査に関する運用要領（以

下「運用要領」という。）に従い立会又は記録確認により実施する。 

立会の程度については、（１）の検査により、事業者が行った適合性確認の

実施の適切性について横断的な確認も行うことを踏まえ、実効的な検査とな

るよう立会の程度を全体的に見直すとともに、記録確認の方法については、

事業者が確認した結果を確認する※２こととして、運用要領を改正する。 

※１ 工事計画において主要な設備の名称、種類、個数、材料、寸法、機能・性能の仕様等を

一覧表として記載したもの。 

※２ 例えば、事業者の記録に含まれる材料証明書等の詳細な内容の確認は事業者が行い、原

子力規制庁は事業者が確認した結果を確認する。 

 

（３）安全機能を有する主要な設備以外の設備※３の使用前検査 

安全機能を有する主要な設備以外の設備については、工事計画の基本設計方

針※４に記載された事項について、事業者が行った適合性確認の適切性につい

て、設備ごとに事業者の記録等により確認するとともに、事業者の記録と現

物の状態の整合性を抜取りにより確認する。 

具体的な確認方法については、設備ごとに適宜類型化した単位で、使用前検

査実施要領書を策定する。 

※３ 工事計画で要目表の記載が要求されない、基本設計方針のみが記載される設備をいう。 

※４ 設備に対して設計上求める機能を記載したもの。 

 

３．合否の判断 

使用前検査において、工事計画に従って行われていないこと又は技術基準に適

合していないことを確認した場合は、不合格とする等の対応を行う。 

また、抜取り確認により技術基準への不適合が認められる場合には、同様の工

事計画の下に工事が行われた箇所全体を不合格とする等の対応を行う。 

なお、使用前検査合格後に、技術基準に違反することが判明した場合には、違

反の内容及び程度、施設の状況等を踏まえつつ、法第４３条の３の２３第１項に

基づく実用発電用原子炉施設の使用の停止等、保安のために必要な措置を命ずる

こと等により対処する。 

以上  
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核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抄） 

（昭和三十二年六月十日法律第百六十六号） 

 

（使用前検査） 

第四十三条の三の十一 第四十三条の三の九第一項若しくは第二項の認可を受けて設置若し

くは変更の工事をする発電用原子炉施設又は前条第一項の規定による届出をして設置若し

くは変更の工事をする発電用原子炉施設（その工事の計画について、同条第四項の規定に

よる命令があつた場合において同条第一項の規定による届出をしていないものを除く。）

は、その工事について原子力規制委員会規則で定めるところにより原子力規制委員会の検

査を受け、これに合格した後でなければ、これを使用してはならない。ただし、原子力規

制委員会規則で定める場合は、この限りでない。 

２ 前項の検査においては、その発電用原子炉施設が次の各号のいずれにも適合していると

きは、合格とする。 

一 その工事が第四十三条の三の九第一項若しくは第二項の認可を受けた工事の計画（同項

ただし書の原子力規制委員会規則で定める軽微な変更をしたものを含む。）又は前条第一

項の規定による届出をした工事の計画（同項後段の原子力規制委員会規則で定める軽微な

変更をしたものを含む。）に従つて行われたものであること。 

二 第四十三条の三の十四の技術上の基準に適合するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考２ 
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